
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ(単位:人)

直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　大規模災害の発生による第３非常配備
体制下で参集される全職員。

2（回/年）

　平成２６年度

2,106

108 110

　平成２５年度　平成２４年度 
２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

１－５事務事業の
内容

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

 
２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標
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１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

①節

　
２－１事務事業の
実施における基本
認識

 
１－３総合計画に
おける施策の体系 「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

　職員研修（回/年）

防災担当係長　前田泰之係市民生活部

　③基本施策

　④単位施策(中）

　全職員が災害時に対応できるように、公の職員としての意識を持ち、資質向上に努めることで、全職員の初動体制の確立をめざし、
市民からの信頼を得る。

生活環境

生活安全・安心

総務防災課

コード

事務事業成果指標名 後期目標値(単位)

3（回/年）

　避難所運営マニュアルを全面改訂し、避難所に行く職員の
行動を明確化した。

〃

防災安全係

職員による防災訓練事業（主要事業）

評価票作成者

市民ニーズの認識
　災害時における市民から行政に対する期待感は、非常に強いと思われる。

〃

　風水害における非常配備編成表において、水防本部体制を
明確にした。

　豊明市水防計画を作成し、災害対策の強化を図るため、各
課の対応を明確にした。

　局地的な大雨による被害にも職員が協力し、対応する。

　市民も災害に対しては、関心が高く職員も市の実情に即し
た災害対策に取り組む。

　災害対策本部立上げ訓練を実施し、職員のポジションの確
認をすることにより、災害時に備えた。

　市でも市民の少子高齢化のきざしが見え始めてきた。高齢
者に対する避難支援、避難所生活対策が今後必要。
　初動体制が遅れると大きな問題になることもあり初動時の
警戒配備体制に水防班を新設し、水防関係の強化に取り組
む。

　平成２７年度

2,018

198

・直接事業費　　　防災・水防訓練1,657,421円　内訳（訓練会場整備委託料…1,461,600円、消耗品（お茶、資材等）…195,821円
　　　　　　　　　職員参集システム構築委託料　99,750円　　職員参集システムＡＳＰ使用料　105,000円
・人件費　　　　　3,000円/ｈ×135/100×3.5ｈ×51名
　　　　　　　　　参加職員：①防災・水防訓練：70名（うち時間外対象職員51名）　②新入職員訓練：10名　③職員参集訓練訓練：118名

1,863

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

2,365

１人当たりの
訓練経費
16

１人当たりの
訓練経費
26

１人当たりの
訓練経費
28

１人当たりの
訓練経費
25

１人当たりの
訓練経費
27

１人当たりの
訓練経費
18

１人当たりの
訓練経費
13 当たり当たり 当たり

　避難所設置運営訓練を防災・水防訓練の中に取り入れ、関係する市職員にも実際の災害時と同じ状況下での訓練をした。避難する市民と市職員との間で、お互い顔の見える訓練になり、災害時において、
協働が期待できる。

1,110

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

91

　災害時に召集される職員は、非常配備編成表によって決まっているが、大規模災害により召集される時（第３非常配備は、原則全職員）、職員の行動が不明であり、しかも経験もない職員が多いと思われる。よって、
非常時の職員の役割・行動を机上での研修と市役所への召集訓練、災害対策本部の運用訓練、避難所設置運営訓練など現場での訓練を実施して、全職員の初動体制の確立をめざす。

〃

　平成19年度に、水防訓練を防災訓練と一緒に実施することとなったため、水防に対する職員の意識
の低下を補うため、新入職員を対象に土のう作成訓練を実施。年２回の目標値については、防災・水
防訓練と新入職員の訓練で達成しているが、本部立ち上げ訓練、避難所設営訓練など個別の訓練を計
画する。

　平成１８年度

指標の説明前期目標値(単位)

　市全体の防災対策をするうえで、中心となる市職員の意識が低いと、各課から発信する防災対策についても当然低下してしまう。それを防ぐ上でも、職員一人ひとりに防災意識を自覚してもらい、その上
で各課における事業を展開してもらうような位置づけ、意識付けが必要である。

　平成２３年度

　教育委員会指導室の職員に対し、市内の小中学校の初動体制をより迅速・確実にするため、メールと携帯電話による気象警報が通知できるように登録した。
　災害時における市民から行政に対する期待感は、非常に強く、小中学生の児童・生徒の安全に対応していきたい。

コード 1―3―1　防災

　⑤単位施策(小）

 1―3―1―1

コード 1―3―1―1―2　職員への意識の周知

　防災意識の高揚

　平成２１年度

1,780

778

104

2,558 2,5862,947

723851841



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　職員の異動に伴う災害時の担当の変更について。

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　今年度は、避難所を中心に防災訓練を実施する予定であったが、当日大雨によ
り警報発令中のため中止。２１年度に繰越。
　避難所を重点に置いた訓練を行うことにより、地域と行政との認識を深めるこ
とができた。

Ｂ

Ｂ

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　防災訓練と水防訓練を同時開催するなど、事業の効率性、コストの削減を図ること。（平成１９年度実施予定）

結果 審査会による改善方向の指示

　市民主体型の訓練方法に事業を見直しすること。

　
４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（単位)

２(回) ２(回) ３(回)

Ｂ

　避難所の運営訓練を実施し、より実情にあった訓練を行
う。

〃

　水防訓練と防災訓練を一緒に実施し、訓練の合理化を図った。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

　訓練の規模にとらわれず地域に密着した避難所を中心にし
た訓練。

　平成２３年度

Ｂ Ｂ

100.0(％)66.7(％) 66.7(％) 100.0(％)

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１９年度 
２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　二つの訓練について、準備、後片付けの時間を最小になるよう努力した。

Ｂ

次年度に向けて改善する取組み

　平成１８年度

Ｂ ＢＢＢ

　平成２３年度　平成２１年度 　平成２２年度

　平成２１年度

３(回)

　
３－２評価の内容

　地域のことも考慮して、職員体制も考慮し、実情にあった
訓練を行う。

　同じ職員が参加しないよう全職員が参加できる配慮を各課
に期待。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　大規模な災害が発生し、避難所が複数開設することになった場合の避難所運営訓練を昨年度動揺、実施している。ただし今年度は、１箇所の場合と２箇所同時の場合と２回のケースを想定して実施した。
市職員と避難者である市民とがうまく協働体制ができないと、市職員が避難所から離れられなくなると感じた。
　大規模な災害が発生した場合、職員自身が何をするべきか、どのように行動したらよいかを認識し、シュミレーションすることは重要である。地域市民との協働、非常時の事業活動等やるべきことはたく
さんある。職員自らがモチベーションを上げる行動を取らなければならない。

　経費の削減に取り組む。具体的には、訓練中の「お茶」の
配布の取り止め。人件費の削減を図るため水防訓練を防災訓
練に取り込んだ。

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　避難所の設営訓練を実施することにより、避難所マニュア
ルの修正を図りたい。

　平成２０年度

３(回)

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

３(回)

100.0(％)

　平成２２年度

100.0(％)

　平成２７年度　平成２４年度 　平成２５年度

　平成２７年度　平成２４年度

　平成２６年度

　平成２６年度

３(回)

　平成２５年度

100.0(％)

　大規模災害を想定した場合、複数の避難所の開設が予想され、複数の避難所の運営訓練を行うことが課題となる。３箇所同時に避難所の運営訓練を実施したが、参加市民、参加職員ともに負担が多くス
ムーズに訓練が進行しなかったため、１箇所減らし２箇所で実施に変更した。避難所を重点に置いた訓練を行うことにより、地域と行政との認識を深めることができた。


